 eq \o\ad(定款変更理由書,　　　　　　　　　　　　　　　)
１　　変　更　理　由
　　　本組合は、平成７年７月の設立以来、中小企業等協同組合法の相互扶助の精神に基づき、共同事業を通じ、組合員の経営安定に尽力してきました。

　　　従前から、組合の活性化及び組合員の増強を志向してきたところですが、今般、第７条の事業をはじめとして、下記事由により定款の変更をすることが必要となりました。

　　　これによって、組合活動の一層の展開に資する所存であります。

(1) 事業
　　　　現在の記載事業は、①共同購買②共同宣伝③保険の事務代行④貸し付け⑤教育情報⑥福利厚生

⑦附帯事業であります。

    　ア．｢美容の共同受注｣の追加

　　　　　　美容業は、美容師法によって、本来はお店(美容所)において、お客に対して美容サービスを行う仕事であります。

　　　　　　しかし、高齢化社会を反映し、お客がお店にこられない状況も生じ、いわゆる出張美容のニーズが高まっています。その出張サービスは、美容師法第７条但し書きによって、法的側面においては問題がないものの、そのニーズに応えねばならないと判断しています。そこで、｢組合員のためにする社会福祉施設等で行う美容の共同受注｣事業を追加して、社会貢献の視点だけでなく、組合員の将来を見据えた経営の視点からも、積極的に取り組みたい考えでいます。

　　　イ．「労働保険事務組合」の追加

　　　　　　組合員従業員の労働保険(雇用保険･労災保険)の加入事務の円滑化等を図るため、労働保険事務組合の認を得て、その業務を行います。

(2) 公告の方法

　　　　　現在、解散に伴う債権者への公告は、組合が定める公告の方法によることとされ、官報掲載の方法は必要ないため、この表示を削除する。

(3)　届　　出　　　　　　
　　　　　本規定の根拠である中小企業等協同組合法７条が改正されているが、それに合わせての従業員規模、資本金規模に変更する。

(4) 　役員の定数

　　　　　現在、理事の定数は「７人又は８人」の規定であるが、理事会運営等の実効性を一層確保するために、１人減少の「６人又は７人」とする。

(5) 　役員の任期

　　　　　役員の任期を原則３年から原則２年に短縮し、役員への活動評価等の機会を増やし、一層の組合運営の円滑化を図る。また、通常総会における担当事業年度の説明責任等を明確にするための伸長規定を導入する。

(6) 　員外役員

　　　　　現在のいわゆる員内役員の範囲を超えて、広く人材を起用し、効果的な組合運営を行うため、員外役員を置くことができるようにする。

(7)　法定利益準備金等

　　　　　この法定利益準備金をはじめとする第７条の会計の条文については、定款参考例の表示に合わせることが適当と判断し、それへの変更を行う。

(8)　教育および情報費用繰越金

　　　　　上記(1)の事業の変更に伴い、その中の教育情報事業の号数が変わるため、第５４条におけるその号数を変更する

(9)　職員退職給与の引当

　　　　　法人税法においては退職給与引当金が廃止されたこと等により、定款参考例からもその規定がなくなったこと、また、本組合の実情からもそれに沿うことが妥当と判断し、本規定を削除する。

２　　変更箇所
    第　５　条　（公告の方法）
　　第　７　条  （事　　業）
    第　１８　条  （届　　出）
    第　２４　条  （役員の定数）

第　２５　条  （役員の任期）

第　２６　条  （員外役員）

第　５２　条  （法定利益準備金）

第　５４　条  （特別積立金）

第　５５　条  （教育情報費用繰越金）

第　５６　条  （配当又は繰越し）

第　５７　条  （配当の方法）

第　５８　条  （損失金の処理）

第　５９　条  （職員退職給与の引当）

